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京大東アジアセンターニュースレター   第 439号   
京都大学経済学研究科東アジア経済研究センター     2012年 10月 15日 
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○ バングラデシュ短信 ： ２０１２年 ９月下旬 

○ 【中国経済最新統計】 

主催 

京都大学東アジア経済研究センター 
 

共催 

東京大学ものづくり経営研究センター 

東京大学社会科学研究所現代中国研究拠点 

京都大学人文科学研究所付属現代中国研究センター 
 

後援 

京都大学東アジア経済研究センター協力会 
 

アジア自動車シンポジウム 

インドネシアは自動車大国になれるか 
―オートバイユーザーが自動車購入者に転換するプロセスを探る― 

 
■京都会場  2012 年 11 月 3 日(土) 13 時 

     京都大学百周年時計台記念館百周年記念ホール 
 

 ■東京会場  2012 年 12 月 1 日(土) 13 時 
    京都大学東京オフィス（品川インターシティＡ棟 27 階） 

 
 
総合司会  
13:00-13:10 

挨拶 京都大学大学院経済学研究科長 植田和弘 

     東京大学社会科学研究所教授 田島俊雄 
  

13:10-13:50 

京都大学大学院経済学研究科 教授 塩地 洋  インドネシアは自動車大国になれるか 
      ―全体テーマと報告構成― 
  

第１部 オートバイユーザーから自動車購入者へのプロセス 
 

13:50-14:15 

龍谷大学経済学部 教授  大原 盛樹 中国の経験からオートバイから自動車へのプロセスを探
る 
  

14:15-14:40 

住友商事 自動車米州アジア部 木村 将裕 販売金融事業者から見た自動車購入層拡大の可能性 
   

第２部 自動車大国を支える生産･流通基盤 
 

15:00-15:30 

鹿児島県立短期大学 教授  野村 俊郎 トヨタにおけるモノづくり 
－セット･パーツ･サプライを中心に－ 
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15:30-15:55 

ジャパン･バイク･オークション 社長 西村 竜  オークション会社から見た中古車流通 
  

15:55-16:25 

IHS オートモーティブ バンコク事務所代表 山本 肇  グリーンカー政策と日系自動車メーカーの戦略 
  

16:25-16:50 

元アストラ･モーターズ 副社長 藤井 真治 インドネシア自動車市場の過去、現在と未来の展望 
  

16:50-16:55 

閉会挨拶 
    

17:10-18:50 

懇親会  参加費 2000円,協力会会員は無料 

司会 京都大学経済学部特任教授/東アジア経済研究センター協力会理事 宇野輝 
開会挨拶 京都大学東アジア経済研究副センター長/京都大学経済学部准教授 矢野剛 

閉会挨拶 京都大学東アジア経済研究センター協力会副会長/京都大学経済学部名誉フェロー 大森經徳 

 

御申込みは,塩地 shioji@econ.kyoto-u.ac.jpまで会場名,氏名･所属,懇親会出欠を御連絡ください｡(FAX:075-753-3492) 

東京会場は定員を超えたため,京都会場(定員 500名)のみお受けしております｡ 

************************************************************************************************ 
「中国経済研究会」のお知らせ  

 
2012 年度第5 回（通算第29 回）の中国経済研究会を下記の内容で開催することになりました。多くの方

のご参加をお待ちしております。  
 
記  

 
時  間： 2012 年10 月23 日(火) 16：30－18：00  
場  所： 京都大学吉田キャンパス・法経東館地下一階みずほホール  
報告者： 李春利（愛知大学経済学部教授）  
テーマ： 「中国の原子力政策と原発開発―福島事故後の変化と対策―」 

 
講師略歴： 

中国社会科学院研究生院、京都大学経済学部を経て、1996年東京大学経済学研究科より経済学博士号を取

得。現在、愛知大学経済学部教授・国際中国学研究センター中国事業責任者。研究分野は中国経済論、国際

産業論、エネルギー・環境経済論、中印比較研究など。著書に『中国多国籍企業の海外経営』（共著、日本評

論社、近刊）、『インド vs. 中国』（共著、日経、2012 年）、『国際金融危機後の中国経済』（共著、勁草書房、

2010年）、など多数。 
 
注：本研究会は原則として授業期間中の毎月第３火曜日に行います。2012年度における開催(予定)日は以下の通りです。  

前期： 4月17日（火）、 5月15日（火）、 7月3日（火）、 7月17日(火)  

後期：10月23日（火）、11月20日（火）、12月18日（火）、1月15日（火） 
（この件に関するお問い合わせは劉徳強（liu@econ.kyoto-u.ac.jp）までお願いします。なお、研究会終了後、有志による懇

親会が予定されています。） 

************************************************************************************************ 
 読後雑感 ： アジア編 ２０１２年 第４回 

０９．ＯＣＴ．１２ 
中小企業家同友会アジア情報センター代表  

東アジアセンター外部研究員(協力会理事) 

                                                             小島正憲 

 
１．「日本人だからできるアジアビジネス成功術」   ２．「“アジアで儲かる会社”に変わる３０の方法」  

３．「アジアで働く」   ４．「アジア進出ハンドブック」   ５．「中堅・中小企業のアジア進出ガイドブック」 

 

１．「日本人だからできるアジアビジネス成功術」  豊永貴士著  KK ベストセラーズ  ２０１２年４月２５日 

帯の言葉 ： 「日本人限定！ アジアマーケット攻略の秘策」 

この本は、この欄でも取り上げた、豊永氏の「日本人が成功すんなら、アジアじゃねぇの？」の続編である。巻末に

は、「前作への読者からの感想が、全部で１７６２通、メールや手紙で送られてきた」と書いてあった。つまり前作は、２

mailto:者は塩地%20shioji@econ.kyoto-u.ac.jp


 
 

 3 
 

０００部を越える売れ行きだったわけである。続編が出るぐらいだから、前作もかなり売れたのだろうが、この本も前作

同様に、大雑把な本である。いわば携帯メール世代の申し子のような本で、非論理的で短絡的な文章が羅列されて

いる。巷では、このような本が売れ、それが一定の世論を形成していくのだろう。それでも日本の若者たちが、この本

を読んで、アジアに目を向け、一歩を踏み出してくれるのならば、それもよしとせねばならないのだろう。 

豊永氏は海外の情報を掴むのには、「ジェトロ（日本貿易振興機構）を使いこなすのが、とっても便利だ」と言ってい

る。私もアジア諸国で、ジェトロを活用させていただいているので、この指摘についてはまったく異存はない。 

豊永氏は、「人脈なくして、ビジネスの成功はない」と主張し、現地人パートナーの選び方として、「①日本で長くビ

ジネスをしていて、日本人のことをよく知っていること。②信頼できる日本人パートナーからの紹介であること。③日本

語が話せて、細かいニュアンスが理解できること。④実際に話をしてみて、自分が信頼できると思う人であること。⑤大

きな話や自慢話をしないひとであること」と書き、注意事項として「①旅先であっただけの現地人は信用しない。②現

地でニヤニヤ近づいてくる日本人ほど、ヤバい人種はいない」と付け加えている。これらは妥当な指摘である。 

豊永氏はミャンマー、バングラデシュ、カンボジア、マレーシアの現地に足を踏み入れ、それぞれの国でビジネスの

タネをみつけ、本文中にそれを羅列している。私はそこにあげられているビジネスが、それぞれの国で簡単に成功す

るとは思わないが、アジアでもミャンマー、バングラデシュ、カンボジアに注目している点は、大きく評価できる。 

豊永氏は、最後に日本の若者たちに向けて、「僕は信じている。日本クオリティーの品質を持ち込み、日本レベル

のマーケティング技術を持ち込めば、結果は絶対についてくる。それが、日本に生まれた僕らの誇りだ。でも、クオリテ

ィや技術には、賞味期限がある。今、この瞬間も、アジアの国々は、猛スピードで追いつこうとしている。僕たちに遺さ

れた時間は、そう長くはない。さぁ、出かけようアジアへ」と檄を飛ばしている。 

 

２．「“アジアで儲かる会社”に変わる３０の方法」  森辺一樹著  中経出版  ２０１２年６月３日 

帯の言葉 ： 「日本流ビジネスは捨てろ！」 

巻末の著者紹介には、森辺氏は、「１０００社以上の企業に対し、新興国市場に向けた戦略構築と実行支援を行っ

ている」と書いてある。私はこの本には、その具体例が満載してあるに違いないと思い、さっそく買ってよんでみた。し

かし残念ながら、抽象的な教訓の羅列で、しかもアジア諸国に特定した事例はほとんど紹介されていない。その意味

では題名を「アジアで儲かる…」から「世界で儲かる…」と変えても、おかしくないような本である。「アジアで儲かる…」

と題する限り、アジア諸国別に、そこで詳しく儲けるノウハウの開陳がなければ、それは羊頭狗肉の書となる。森辺氏

自身も、「“アジア市場”と一口に言っても、そこにはいろいろな国があります。日本から一歩外に出ると、一見、国とし

てひとつにまとまっているように思えますが、実際は同じ国でも、民族も違えば、政治体制や宗教なども違う、社会や

文化、生活スタイルも、多様性に富んでいる、といった地域がほとんどなのです」と書いているが、その具体的な著述

は少ない。 

具体例の紹介が少ない本書ではあるが、本文中に「味の素」の成功例が２個所、「流通構造を的確につかんで成

功している日本企業の例」として紹介されている。しかし「味の素」がかつてインドネシアにおいてイスラム教国であるこ

とを軽視して大きな失敗をしたことについては、全く触れていない。これは著者の勉強不足の結果だろう。 

森辺氏は、「タダの情報への依存は危険！」、「タダの情報などに価値はない」と言い切っているが、これまた言い

古されてきた教訓で、現代はそんなことを言ってみても、それこそなんの価値もない。私はアジア諸国の最新情報を

「タダ」で多くの皆さんに配信している。私のニュースや小論文の愛読者は、表現の仕方は悪いと思うが、「タダ」で情

報を得ているのである。しかし私もその愛読者から、即座に多くの反論や賛同、アジア諸国の最新情報をいただいて

いる。もちろんそれらは、「タダ」で送られてくる。私も「タダ」で極上の最新情報を得ているのである。現代とはこんな時

代なのである。 

森辺氏は、「安易なパートナー選びは高くつく」と言い、「日本企業も“出会いの場”だけでパートナーを選ぶのでは

なく、科学的な方法をもっと活用しいったほうがいい」と書き、その科学的方法とやらを、「リストアップ調査」だと書いて

いる。科学的方法と大見得を切っている割には、この「リストアップ調査」というのは、あまりにもお粗末である。森辺氏

が真に１０００社の得意先の成功事例を持っているのならば、それを集約、分析して、「パートナー選びの体験的、か

つ科学的方法」を開陳すべきであろう。 

それでも森辺氏は第１項で、「“生き残りをかけて”とか、“まわりが進出するから”などといったマスコミの熱を帯びた

報道のみの判断で、進出を考えることは絶対にやめたほうがよいのです」、「戦いの場となるのは、日本とはまったく違

う政治・経済・文化をもつ、日本人にとっては勝手のわからない国々なのです。だからこそ、“生き残りをかけて”といっ

た発想のもとだけの進出は考えないでほしいのです。いま以上に事業を拡大、成長させたい。まずはそうした挑戦的

な発想のうえにたった進出でないと、アジア市場では勝ち残っていくことはできません」と書いている。私もこの主張に

は大賛成である。私は森辺氏以上に、「大儲けし、故郷（日本）に錦を飾って凱旋するつもりでなければ、海外進出す

る意味がない」と言いたい。 

 

３．「アジアで働く」  九門崇著  英治出版  ２０１２年８月１５日 

副題 ： 「自分を活かす・キャリアが広がる  今、いちばん面白いフィールドへ」 
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九門氏のこの本も、「アジアで働く」という題名には、いささか違和感のある内容である。本文中で語られているのは、

九門氏の中国における実体験であり、その他のアジア諸国の叙述は、すべて他人からの借り物である。したがって真

に迫るものはない。また「アジアで働く」という題名にもかかわらず、ベトナム・ミャンマー・カンボジア・ラオスなどにおけ

る「働く日本人の実像」がまったく語られていない。九門氏はこの本の題名を、「中国で働く」とすべきではなかった。し

かしながらそれでは、洪水のように出版されている中国関連本の中に埋もれてしまい、まったく売れないだろうが。 

それでも本文中の九門氏の指摘は、頷けるものが多い。 

・九門氏は、一般に日本人の弱みと認識されている「自己主張下手」を、逆に「全体最適に導くバランス力」として、日

本人の強みとして評価している。「グローバルな場では、さまざまな意見を持つ人達といっしょに働くのが当然だ。

だからこそ、同僚やクライアントの意見を聞いて理解しつつ、全体にとっての最適解を導くことが必要になる」と書き、

その適役が日本人であると主張している。 

・九門氏は、日本人は日本にいるときに、日本についてしっかり勉強しておくことが必要であると説いている。「日本人

が海外で仕事をする場合、母国である日本に関係した仕事をすることが多い。その意味でも日本の現状と今後の

方向性を知ることは重要だ。MBA に代表される一般的なビジネス知識はどこにも役立つが、反面どこにいても学べ

るものである。それに対して、日本に関する知識は日本にいるときに学ぶのがいちばん効率的だ」と、書いている。 

・九門氏は海外ビジネスの展開の姿勢について、「“答えのない世界”を楽しむ」ことだと言い、「道は“見えなくて”当

たり前」、「直感にしたがって進む」ことで道が開けることもあると書いている。また新たな時代のリーダーシップ力を

身に付ける手段について、「答えがない環境に自分をさらし、必要な何かを全身で感じ取り、自分で答えを創り出し

ていく、というプロセスからしか得ることができない」と書いている。この意見には、私も同感である。 

 

４．「アジア進出ハンドブック」  三菱東京 UFJ 銀行国際事業部  東洋経済新報社  ２０１２年９月６日 

帯の言葉 ： 「日本企業の活路はアジアにある！」 

この本には、中国・インド・インドネシア・マレーシア・フィリピン・シンガポール・韓国・タイ・ベトナム・カンボジア・ミャ

ンマーの各国の状況がコンパクトにまとめて書いてある。アジア諸国を一望するには、格好の書物である。ことに銀行

の国際部の著したものだけに、それぞれの国での資金関連面が詳細に書き込まれており、進出企業にとっては比較

対照の好材料となることだろう。ただしこの本で、せっかくアジア諸国にインドまで包含して書いているのだから、ミャン

マーとインドの中間にあるバングラデシュやスリランカ、小国ではあるがラオスの記述が省略されているのは、残念で

ある。続編で上述の３か国を付け加えてもらえれば、この本はもっと価値のある「ハンドブック」になるだろう。以下に、

各国の労働力事情を中心にして、私のコメントを書いておく。 

・中国：中国の解説本は巷に溢れかえっており、いまさら中国進出のハンドブックでもないだろうが、この本では市場

進出に関する事項が要領よく書いてある。「非貿易取引決済時の銀行宛提出書類」などは、銀行ならではの資料

であろう。ただし欲を言えば、ここに「外資企業が中国から他国へ投資する場合」を付け加えて欲しかった。 

・インド：「インドは政治面で民主主義体制が定着し着実な経済自由化政策が取られていること、また経済面では人口

大国／若い人口構成／成長する中間層を背景に内需主導型の高い経済成長が見込まれ、中国に匹敵するアジ

アの巨大マーケットに成長する潜在性が高いことから、有望な投資先として高い関心を集めています」と書き、反面、

「“厳しい労務問題”については、過去インドは社会主義政策を採っており、労働者に対する行き過ぎた保護が問

題になっています。問題があっても、まず解雇はできず、“一度雇用すると解雇できない”といわれています。また、

労働組合の影響力が強く、特に北部ではストライキによる操業ストップが大きな問題となります。また命じられた以

外のことを労働者が率先して行うような習慣はなく、常に一から十まで説明する必要があります」と述べている。最近

のインドのスズキのスト騒動は、まさにこの指摘を裏付けることになった。 

・インドネシア：「現在のユドヨノ大統領が信認を得て、再選され第２次政権がスタートしたのが、２００９年１０月、この辺

りからインドネシアの国際的評価も高まりました。また政治基盤が安定しているからこそ経済政策を堅実に運営する

ことができ、安定的な経済成長を遂げてきたと見ています」と書き、反面、「労働者側に優位な労働法であることもあ

り、従業員の雇用は手厚く保護されています。投資環境改善との企業側の声により、政府が労働法を改訂しようとし

たこともありますが、政治基盤を揺るがすような反対勢力にあうため、これまで手がつけられていません。いったん正

社員として雇用してしまうと解雇するのは難しいため、多くの日系製造業では、まずは派遣社員や契約社員といっ

た形で非正規社員として採用し、一定の期間（２～３年）使用した後、自社にフィットする一部の社員を正社員化す

るのが主流です」と述べている。かつて世界最大規模の共産党員数を誇っていたインドネシアでは、ゼネストもあり、

「労働者の権利意識が高い」という事実を、進出企業は考えておかねばならない。 

・マレーシア：「マレーシアでは、プミプトラ（主にマレー人）を優遇する、いわゆる”プミプトラ政策“がとられ、同国の民

族構成（プミプトラ６割、華人系３割、インド系１割）をできるだけ反映した雇用比率とすることを求める精神が残って

います。たとえば、製造ライセンスなどの取得に際し、許可書上に雇用比率についての記載がなされることがあるな

ど、日本企業がマレーシア人を雇用するに際しては、この”プミプトラ政策“を念頭に置く必要があります」と書かれ

ている。 

・フィリピン：「工場労働者は、運賃が安いジプニー（ジープを改造した乗り合いタクシー）やトライシクル（３輪タクシー）
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といった公共交通機関を利用して、工業団地まで通勤しています。そのため、工業団地に入居する企業は従業員

送迎バスを用意する必要はなく、従業員は団地入り口まで公共交通機関で出勤、団地内は徒歩、または団地が用

意している巡回バスを利用している」と書かれている。 

・シンガポール：「シンガポールは先進国なので、労働コストはもとより、オフィスの賃貸料など会社を運営していくため

のあらゆるコストが日本並み、あるいは日本以上に高くなるということはあります。これがシンガポールに進出する場

合の最大の留意点です」と書かれている。 

・韓国：「１９８７年の民主化運動が華やかなころは、かなりの数の労働争議が起きていました」と書いている。ちょうど私

はそのころに、ソウルで工場を稼働させており、その時期の労働争議の苛烈さを、身を持って体験している。「１９９

８年、アジア通貨危機以降の経済発展策の中で、政府は政治・自治を原則とする政策を取った結果、現在は労働

争議の数は相当減少しています。しかしながら、大規模な労働争議が皆無になったわけではないことに加え、非正

規雇用者の増加、下請け・元請け関係などから労働問題は多様化しており、１００人未満の事業者における労働争

議が増加しています。闘争的な労働争議に至らなくても、賃金交渉においてはハードな交渉を強いられ、御用組

合というわけにはいきません。さらには日本にはない労働者保護のための法令があり、労働争議に至らなくても労

務対応は必要です」と書かれている。 

・タイ：「タイは慢性的な労働力不足の状態にあります。タイが震源地となったアジア通貨危機直後の１９９８年以降、

景気の回復とともに失業率は低下傾向を辿り、２００５年には２％を切り、２０１１年には１％を割り込んで０．７％にな

りました。これは完全雇用といっても差し支えない数字です。このような状況のため、普通の労働者や熟練労働者

の確保が困難になっているとの声もあります、大学卒の技術者やホワイトカラーについてはなおさらです」と書かれ

ている。すでに１５年前に、私のタイ華僑の友人は、バンコク周辺での人手不足を嫌って、ラオスに工場を移転させ

ている。それでもタイの労働争議については、「従来から自動車産業集積エリアの米系企業などの一部に扇動的な

労働組合活動が見られ、労働争議も発生していますが、要求のメインは“賃上げ”であり、過激な労使紛争や裁判

沙汰は少なく、比較的穏健です」と書かれている。 

・ベトナム：「ベトナム国内においては、最近、都市部において徐々にワーカーレベルの採用が容易ではなくなってき

ています。もともとワーカーレベルのコストは福利厚生費も含め約１００００円／月程度と他のアセアン諸国と比較し

ても安い賃金レベルにありますが、ベトナム国内のインフレ高騰もあり、通常年１回、１月に実施していた最低賃金

の引き上げを昨年１０月に前倒し実施するなど、賃金上昇圧力が強まっているといえます」と書いている。単純な人

件費の比較では、“ポストベトナム”という用語も現れ、実際にベトナムより安価な賃金水準であるカンボジア・ラオ

ス・ミャンマーへの関心も高まっています。また大量採用ということになると、採用が困難になりつつあるベトナムを

離れて、大量採用の容易なフィリピンに注目が集まりつつあります」と書いている。しかし日系大手企業でのストライ

キの発生については、言及していない。 

・カンボジア：「全人口は１４００万人強と近隣のタイ・ベトナムと比べると少ないものの、就業者のうち農業従事者が８割

といわれており、今後工業化が進むにつれて農村からの労働力供給が期待されます」と書いているが、最近、ストラ

イキが頻発しており、なかには殺人事件に及ぶものがあるということや、プノンペンやバベット周辺の工業開発区で

はすでに人手不足の兆候が出ていることなどには、まったく触れられていない。 

・ミャンマー：「温和で争いごとを好まないミャンマーの人々の国民性もあり、深刻な労働争議に発展するケースはほと

んど聞かれません。しかしながら、雇用創出にともない、労働環境も変化し、中国やベトナムのように、雇用条件の

改善を求める動きも高まりつつあります」と書いているが、今年の２月から８月までの間に吹き荒れた７０社４万人に

及ぶストライキの嵐については、まったく触れられていない。 

 

５．「中堅・中小企業のアジア進出ガイドブック」  あずさ監査法人編  中央経済社  ２０１２年９月１５日 

帯の言葉 ： 「リスク・負担の大きい進出を成功させるためのノウハウを解説！」 

この本には、中国・インド・タイ・ベトナム・インドネシアの主要５か国での留意点、国別比較が書かれている。その点

では、題名を「アジアの主要５か国進出ガイドブック」とすべきだったと考える。また「中堅・中小企業のアジア進出ガイ

ドブック」と題している限りは、労働集約型企業が多い中堅・中小企業に進出最適国の、バングラデシュ・ミャンマー・

カンボジアを取り上げなければ、この本を出版する意味がないと思う。この本で取り上げているアジアの主要５か国は、

すでに労働集約型企業にとっては、進出不適格国だからである。 

第１章では、中小企業の海外進出の目的を、①「コスト削減型」・②「取引先追随型」・③「市場開拓型」に分けて、

①は横ばい、②は減少傾向、③は増加傾向と書いている。そして近年の日本国内の閉塞した経済環境のもとでは、

「多くの企業にとり海外進出は不可避な状況になりつつある。現実に、リーマンショック後、中堅・中小企業の海外進

出は急速にその数を増している」と続けている。しかしながら、すでに①のタイプは主要５か国、ことに中国からは撤退

しつつある現実を直視し、早急にバングラデシュ・ミャンマー・カンボジア・ラオス・スリランカ・フィリピンなどへの進出ガ

イドブックを刊行してもらいものである。 

第２章では、「国別 新興国への進出ガイド」が書かれているが、大雑把で参考にはならない。また内容も統一され

ていない。たとえば労働環境の項目では、中国分は簡単すぎて話にならない。インド分では現地の状況がまったく書
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かれておらず、日本人駐在員の労働環境のみが書かれている。スズキの工場の暴動の例のように、インドはきわめて

労働環境が複雑であり、それを詳述しないのでは、進出ガイドブックにはならない。逆にタイ分はきわめて詳しく、かつ

具体的に書かれている。インドネシア分は、さらっと書かれており、過激なゼネストに及ぶような労働者の要求や労働

環境について、深く掘り下げた分析はない。ベトナム分にも、労働環境の情報はほとんど書かれていない。ただし、監

査法人の作ったガイドブックだけに、税務などについては、完璧な記述がなされているし、章末の「国別比較一覧表」

は、要領よくまとめられており、利用価値の高いものとなっている。私も多いに利用させてもらおうと考えている。 

第３章では、「海外進出のための資金調達」が、詳述してあり、それなりに参考になるが、私は、海外進出は基本的

に博打的要素が強いので、借金をしないで、自己資金・余裕資金で行うことを勧める。 

第４章では、「アジア進出の成功要因と落とし穴」が書かれている。この章の「落とし穴」の部分は、おもしろい。意外

にも、海外で日本企業が、日本人に騙されているケースが多いことに驚いた。また撤退戦略の項では、「進出段階で

撤退まで視野に入れている企業は少ない。しかし、実は海外事業からの撤退は、進出の何倍も困難が伴う。海外進

出を計画する際には撤退の可能性も念頭に、慎重に事業計画を作成することが望まれる。これにより、万が一撤退す

るという不幸な事態になっても、損失を最小限に抑えることができる」と書いている。これには、私もまったく同意見であ

る。 

第５章には、税務面が詳述してある。 

                                                                  以上 

************************************************************************************************ 
バングラデシュ短信 ： ２０１２年 ９月下旬 

１１．ＯＣＴ．１２ 
中小企業家同友会アジア情報センター代表  

東アジアセンター外部研究員(協力会理事) 

                                                             小島正憲 

 
１．ムハマド冒涜映画事件の余波か？ バングラデシュ最南部でイスラム教徒が仏教徒を襲撃 

９／３０、バングラデシュ最南部、ミャンマー国境近くのコックスバザールのラム郡で、大規模なイスラム教徒の仏教

徒への襲撃事件が起きた。イスラム教徒、約２万５千人が仏教寺院、ヒンズー教寺院などを破壊し仏教徒の家に放火

した。現地の仏教徒の青年が、フェイスブックにムハマドを冒涜する映像を流したことに、イスラム教徒が怒りを爆発さ

せたことが原因といわれている。しかしその背景には、隣国ミャンマーで、仏教徒に迫害されているロヒンギャ族の積

年の恨み、イスラム過激派とのリンク、BNP（バングラデシュ国民党：現政権との対立党）の策動などがあると推測され

ている。ひとまず今回は、現地新聞の代表的見解を紹介する。この情報の詳細については、１０月中に現地検証を

行い、次回短信で報告する予定。なおバングラデシュにおける仏教徒は１％ほど。 
 

イスラム侮辱のフェイスブックの映像が、バングラデシュ最南部での暴動を誘発した。イスラム過激派を含む２万５千

人に及ぶ暴徒が、コックスバザールのラヌ郡で 12 の仏教寺と 50 件以上に及ぶ住宅を破壊した。暴動は明らかにフェ

イスブックに載ったムハンマドを冒涜した映像が発端であった。暴徒はコックスバザールのパティヤ郡にある二つの修

道院とヒンズー教の寺院を破壊、ウクヒア郡の二つの修道院、テクナフ郡にある 5 件の住宅に放火した。コックスバザ

ール警察のセリム・モハマッド・ジャハンギールは、９／２９の夜中から９／３０の午前 3 時まで続いた狂乱の中、3 つの

仏教寺院が放火され灰と化したと言った。これらの寺院の中には国の少数派の仏教徒によって復興された数百年経

つパゴダも含まれていた。          

地元の政治家や警察は、反政府勢力とロヒンギャ族が暴動を扇動したのではないかと見ている。ラム郡のチェアマ

ンのソヘル・サルワールは、ミヤンマーのラカイン州からの武装勢力ロヒンギャ族（バングラデシュに頻繁に侵入してい

たミヤンマーの少数民族グループ）と反政府勢力が手を組んで、暴動を起こしたのではないかと推測している。暴徒

たちは、「ラム郡のバルアパラに住む仏教徒のスプト・バルアの息子ウッタム・クマール・ バルアがフェイスブックで、ム

Back to summary 

http://www.thedailystar.net/newDesign/photo_gallery.php?pid=25195�
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ハンマドの冒涜映像流した」と非難した。郡の政府関係者のアシュトシュ・バルアは、「25 歳のウッタムはラム郡のアシ

スタント証書作成者として働いていた」と言った。また閣僚の発言から、「若者はバングラデシュ・スモールアンドコッテ

ージ・インダストリーズ・コーポレーション(BSCIC)の雇用人」と報告したメディアもあった。 

暴動が起きた後すぐに、彼のフェイスブックアカウントは閉鎖され、彼と彼の母親マドゥー・バルアは警察によって安

全な場所に保護されているという。コックスバザールのコラトリのダイアモンドレストランのマネージャー：アブール・ラヒ

ムは、９／３０の夕方デーリースターの特派員に、「私の近所では多くのアンチ・イスラムの映像がブルートゥースを通

して携帯に送られてきたが、それはロヒンギャ族からのものと思われる」と語った。バングラデシュ・テレコミュニケーショ

ン・規制委員会（BTRC）は、フェイスブック当局は、ムハマドの冒涜映像を取り除いたと語った。BTRC はアンチ・イスラ

ムの分子をソーシャルネットワーク上から排除する努力をし、反宗教的なメッセージや写真を投稿したり、共有すること

を控えるようにと訴えた。 

軍隊のメンバーも警察も、現場に駆けつけた大臣たちとともに、この状況に巻き込まれる展開となった。首都では、

記者会見に対処し、情報相ハサヌール・ホック・イヌは、「反政府勢力がラム暴動に関わっているのではないかと疑惑

を持っている。我々はラムとコックスバザールの反政府勢力が暴動の間、そこに存在していたという情報を得ている。

政府は彼らを見つけ出し、厳しく罰するであろう」と語った。 

 警察や目撃者は、「フェイスブックの映像が広まった後、何百人と言う人々がラムのチョウムハニ地区に殺到し、９／

２９夜 10 時ごろ怒りのデモを行った。ラム郡の警察は地域を鎮めようとしたがデモの力には及ばず押し返されてしまっ

た」という。ラム警察署の責任者ノジブル・イスラムは、「郡内のゴルジョニア、ラシドノゴール、ジロンジャ、イードガオン、

コチョピアそしてラジャクール地域からトラックに乗って数千人という人々がチョウムハニに群がってきた。そして夜中ご

ろ、“アッラーは偉大である”と繰り返しながら 仏教寺院や住宅を破壊し始め、火を放っていった」と付け加えた。武装

警察が午後 1 時ごろ到着したが、そのころまでには既にブルアパラの仏教徒たちの住宅に火を放っていた。午前 12

時 30 分頃暴徒たちは、チェラガタロード、ボロカン・ブッダ・ビハール及びケンドリオ、ブッダ・ビハールにある 250 年も

経つ仏教寺に火をつけていた。怒った暴徒たちはラムのスリクルにあるブルアパラ仏教寺院も襲っていた。 

午前 11 時ごろ暴動は力を増し、仏教徒の住宅に火を放った。消防が現場に間に合わなかったので、仏教徒の

人々は自宅から逃げ始めた。警察の力を借りて、午前 2 時 30 分頃火を鎮めたが、そのときには既に住宅は燃え尽き

ていた。250年のシマビハールの住民パラガノンド・ビックーは、９／２９深夜、頭に赤いバンダナを結んだ80人から90

人の暴徒が、ガンパウダーや灯油を撒き散らし、寺院に火をつけていった。僧侶たちが火を消そうとしたが、暴漢たち

はそれを妨害した。午前 3 時 30 分ごろ、ＢＧＢ武装警察や警察が暴動を鎮め、政治家ルトフール・ラハマンや郡庁チ

ェアマンのソヘル・サワールを含めた地元の有力者の助けを借りて事態を鎮めた。９／３０の朝から軍隊、ＢＧＢ、武装

警察がラムにある 27 の仏教修道院や寺院を警備している。しかし、９／２９の夜から仏教徒は隠れているので、何人

の人々が怪我を負ったのかは確認されていない。壊された寺院はメロングロアのプロッガ・ミトラ・ビハール・ケンドラ、

ウッタール・ミタチャリ・ビムルタ・バボナ・ケンドラ、ウキア・ゴナ・ジョジョバ・ビハール、スリクール・マイトリー・ビハール、

ラル・チング・ビハール、サダ・チング・ビハール、マハジャン・ビハールそしてラム・ケンドラ・シマ・ラジュボン・ビハー

ルも含まれている。事件の被害者ビプロブ・バルアは、「デモ隊が彼のうちをガンパウダーで火をつけて燃やした」と語

った。 

ウキア郡の役員ジャヒルール・イスラムはデーリースターに昨日午後11時ごろ約500人ものデモ隊がコトバリ地区に

あるパスチム・ラトナ・スダルシャン・ブッダ・ビハールと名づけられた寺院を焼き落としたと語った。彼は銃声を聞いた

が、どこから聞こえたのは確認できなかった。警察が駆けつけ空銃を発砲した後、暴徒はその場所から立ち去った。

午前 7 時ごろバルキア・カラチャンド・ビジョヤンタ・ビベカラム・ビハールが襲われたと地元の人々は語った。  

パティヤの暴漢たちは昨日朝、ヒンズー教の寺院コラガオン・ナバルン・シャンガ・ドルガ・モンディールとコラガオ

ン・サボジャニン・ラトナクール・ブッダ・ビハールとラケラ・アボイ・ビハールという仏教徒の修道院を襲った。郡のチェ

アマン、MD.イドリスは、暴徒が仏像を破壊したと語った。警察はこの事件に関して 26 人を逮捕した。逮捕されたほと

んどはウエスターン・マリーン・シップヤードの従業員であったと言った。パティヤ警察は、従業員たちは地元のギャン

グに加わったと語った。ウエスターン・マリーンのチェアマン、サイフル・イスラムは電話でこの疑惑を否定した。彼は暴

動に 10 人か 12 人関わっていたが、彼らはウエスターン・マリーンの

従業員ではなく、会社のサブ・コントラクターであったと語った。「し

かし、我々は彼らの身元を確認し、警察に引き渡す」と続けた。 

テクナフ地元筋では、午後 7 時 30 分頃何千人という人々が仏教

寺院を破壊しにホヤントンユニオンに向かったと言った。しかし、警

察とＢＧＢメンバーが空砲を発射し彼らを散らしたので破壊はできな

かった。 警察はこん棒で暴徒を制御し少なくとも 10 人が負傷した。

怒った人々は近くの仏陀像を襲い、5 件に火をつけた。 

内務大臣モヒウッディン・カン・アラムギールは、「９／３０、フェイス

ブックに載せられた反イスラム教の映像に焦点を当てたコックスバザ

ールのラムの暴動は、少数派に対する暴力の計画的かつ意図的な
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行為である」と語り、同時に「ＢＮＰの政治家ルトフォール・ラハマンがこの暴動をけしかけた。彼は首都からの訪問チ

ームに会わず、被害者を見舞いにも行っていない。この政治家は映像に抗議にいった人々を利用した。彼は寺院を

襲撃し、仏教徒たちを殺すよう扇動した」と語った。 

アラムギールと産業相ディリプ・バルア、警察監察官ハッサン・モハマッド・コンドカール、国境警備隊 DG メジャー・

ジェネラル、ムクレスール・ラハマン、アウミリーグのリーダーらは、午前 10 時ごろラムに到着してすぐ現場を訪れた。

「放火のとき警察と消防は活動的ではなかったと報告があった」と大臣は語った。そしてチッタゴンのコミッショナーに

率いられたコミッティーが形成され、警察が活動を行っていなかったかどうか取り調べることになっていると付け加えた。

彼はスピーチの中で仏教修道院や寺院を再建築し、住宅が破壊された被害者に補償を約束した。大臣は暴動を広

めた暴漢たちを追跡し、15 日以内に拘束することを確認した。午後にはダッカに帰り、彼はその時ジャーナリストに対

し、国の原理主義者たちがこの事件を企て、フェイスブックを通して｢外国のエージェント｣の力を借りて、これを実行し

たと語った。「我々はこの暴動の後ろ盾をしている人々を明るみにする。我々は今のところ無実な人を困らせたくはな

いので誰も捕まえていない。明日にはこれらの事件にかかわりのあったものたちの名前を発表することができると期待

している。」と続けた。警察と諜報機関は再びこの地域で暴動が起きないように警告を促しているといった。ウットム・ク

マール・バルアのしたことに対して、「ウットムは映像を彼のフェイスブックの知り合いと共有した。我々は映像を見たが、

ウットムが作ったものではないと確信している。写真の中では外国人の女性が聖コーランの上に足を置いていた。だ

から写真は外国から来たものだと確信しているが、ウットムがそのエージェントとして活動した可能性はある。彼はバン

グラデシュ・インスティチュート・オブ・スモール・インダストリー・アンド・コテッジ [BISIC]の従業員である。我々は彼の

フェースブック・ネットワークについて知ろうとしているところだ」と付け加えた。 

「ウットムのフェイスブックは既にブロックされている。警察が彼と妹を保護した。しかし、彼がどこにいるのかは定か

ではない」と続け、大臣はこの事件に伴い、様々な地域から多くの人が仏教徒を助けに来ているので因果関係が派

生することはないと主張している。「午前 2 時ごろ事件のことを聞きすぐに現場へ軍隊、警察、ＢＧＢ及び刑事を送った。

我々は被害を受けた全ての寺院を訪れ、僧良たちを慰めた。政府が安全を保証することを彼らに保証した。今後誰も

彼らを傷つけるものはいない。被害を受けた人々は食料を与えられ、経済援助を受け彼らの住宅や仏教修道院も政

府によって立てられるであろう」と大臣は付け加えた。 

                                                                  以上 

************************************************************************************************ 
 【中国経済最新統計】 

 ① 
実 質

GDP
増加率 
(%) 

② 
工業付

加価値

増加率

(%) 

③ 
消費財 
小売総 
額増加

率(%) 

④ 
消費者 
物価指 
数上昇

率(%) 

⑤ 
都市固

定資産

投資増

加 率

(%) 

⑥ 
貿易収

支 
(億㌦) 

⑦ 
輸 出 
増加率

(%) 

⑧ 
輸 入 
増加率

(%) 

⑨ 
外国直 
接投資 
件数の

増加率 
(%) 

⑩ 
外国直

接投資

金額増

加率 
(%) 

⑪ 
貨幣供

給量増

加 率

M2(%) 

⑫ 
人民元

貸出残

高増加

率(%) 

2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 

6 月 10.3 13.7 18.3 2.9 24.9 200 43.9 34.6 8.3 39.6 18.5 18.2 
7 月  13.4 17.9 3.3 22.3 287 38.0 23.2 12.8 29.2 17.6 18.4 
8 月  13.9 18.4 3.5 23.9 200 34.3 35.5 21.2 1.4 19.2 18.6 
9 月 9.6 13.3 18.8 3.6 23.2 169 25.1 24.4 12.2 6.1 19.0 18.5 
10 月  13.1 18.6 4.4 23.7 271 22.8 25.4 8.7 7.9 19.3 19.3 
11 月  13.3 18.7 5.1 29.1 229 34.9 37.9 28.1 38.2 19.5 19.8 
12 月 9.8 13.5 19.1 4.6 20.4 131 17.9 25.6 9.2 -13.3 19.7 19.9 

2011 年 9.2            
1 月   19.9 4.9 23.7 65 37.7 51.4 16.6 11.4 17.3 16.9 
2 月  14.9 11.6 4.9 － -73 2.3 19.7 -10.9 32.2 15.7 16.2 
3 月 9.7 14.8 17.4 5.4 31.2 1 35.8 27.4 10.5 32.9 16.6 16.2 
4 月  13.4 17.1 5.3 37.2 114 29.8 22.0 8.2 15.2 15.4 15.8 
5 月  13.3 16.9 5.5 33.6 130 19.3 28.4 12.1 13.4 15.1 15.4 
6 月 9.5 15.1 17.7 6.4 11.8 223 17.9 19.0 6.6 2.8 15.9 15.2 
7 月  14.0 17.2 6.5 27.7 315 20.3 23.0 2.7 19.8 14.7 15.0 
8 月  13.5 17.0 6.2 33.4 178 24.4 30.4 6.4 11.1 13.6 14.8 
9 月 9.1 13.8 17.7 6.1 27.3 145 17.0 21.1 -3.5 7.9 13.1 14.3 

10 月  13.2 17.2 5.5 34.1 170 15.8 29.1 -0.6 8.7 16.7 14.1 
11 月  12.4 17.3 4.2 21.4 145 13.8 22.6 -12.9 -9.8 16.2 14.0 
12 月 8.9 12.8 18.1 4.1 5.7 165 13.3 12.1 -15.4 -12.7 17.3 14.3 
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2012 年             
1 月    4.5 25.3 273 -0.5 -15.0 4.6 10.8 16.6 14.8 
2 月  21.3  3.2 － -315 18.3 40.3 38.7 -0.9 17.8 15.0 
3 月 8.1 11.9 15.2 3.6 21.1 53 8.8 5.4 -6.5 -6.1 18.1 15.7 
4 月  9.3 14.1 3.4 19.2 184 4.9 0.4 -26.1 -0.7 17,5 15.4 
5 月  9.6 13.8 3.0 21.0 187 15.3 12.7 -6.1 0.0 17.9 15.7 
6 月 7.6 9.5 13.7 2.2 21.8 317 11.3 6.3 -16.3 -6.9 18.5 16.0 
7 月  9.2 13.1 1.8 20.6 251 1.0 5.7 -7.8 -8.6 18.9 16.0 
8 月  8.9 13.2 2.0 19.4 267 2.7 -2.7 -12.7 -1.4 18.4 16.1 
9 月      277 9.8 2.3     

 
注：1.①「実質 GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 

2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 

されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 

  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応

している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ

る。⑨と⑩は実施ベースである。 

出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 


